
(単位：千円)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

歳　　　入 25,816,494 26,332,878 25,759,704 28,888,719 29,184,983

歳　　　出 23,923,991 25,449,477 24,786,140 27,248,407 26,565,651

歳入歳出差引額 1,892,503 883,401 973,564 1,640,312 2,619,332

 翌年度へ繰り越す
 べき財源 88,731 79,273 154,547 188,779 1,295,967

実質収支額 1,803,772 804,128 819,017 1,451,533 1,323,365

　　平成22年度一般会計の決算規模は、歳入 29,184,983千円で対前年度 1.0％増、

　歳出 26,565,651千円で対前年度 2.5％減となり、翌年度へ繰り越すべき財源 

　1,295,967千円を差し引いた実質収支は、 1,323,365千円となった。(第１表)

　　　　　　　　　　第 １ 表 　決算規模の推移　　　　　　（単位：億円)

平 成 ２ ２ 年 度　一 般 会 計 決 算 の 概 要

　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｈ23.3.31   住民基本台帳人口  68,617 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 世帯数 　　　　　 23,950 世帯
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　　　　　　　　　　　　　第２－１表　 歳入構成比の推移　　　　　  （単位：％）

２．歳　入

　　歳入決算額の構成比を見ると、地方交付税が 31.3％で第１位、市税が 23.5％

　で第２位を占めている。（第２－１表）
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(単位：千円)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

市　　　税 6,525,670 7,149,056 7,190,506 6,987,468 6,856,179

地方交付税 7,620,029 7,093,389 7,581,748 8,171,596 9,140,517

国県支出金 3,084,906 3,615,255 4,236,633 6,268,501 4,373,085

市　　　債 2,702,500 3,089,900 2,217,200 2,967,700 3,620,900

　　　　　　　　　　　　第２－２表 　歳入項目別決算額の推移　　　 （単位：億円）

　　　国県支出金　-----　4,373,085千円で前年度比 30.2％の減となった。

　　　市　　　債　-----　3,620,900千円で前年度比 22.0％の増となった。

　　歳入決算額の主な項目（第２－２表）

　　　市　　　税　-----　6,856,179千円で前年度比 1.9％の減となった。

　　　地方交付税　-----　9,140,517千円で前年度比 11.9％の増となった。
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(単位：千円)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

総　務　費 4,227,127 4,527,551 3,534,584 4,633,284 3,622,245

民　生　費 5,091,572 5,282,883 5,498,493 5,696,856 7,212,383

衛　生　費 1,756,604 1,770,591 1,645,239 1,559,023 1,593,356

土　木　費 1,994,407 2,254,094 2,279,307 3,505,032 2,934,108

教　育　費 3,344,269 4,399,246 3,446,097 2,991,419 3,320,174

公　債　費 2,924,054 2,784,887 2,961,951 3,122,556 3,164,736

　　　　　　　　　第３－１表 　目的別歳出の決算額の推移　　（単位：億円）

３．歳　出

　　歳出の主な目的別内訳は、総務費 3,622,245千円、民生費 7,212,383千円、

　衛生費 1,593,356千円、土木費 2,934,108千円、教育費 3,320,174千円、公債費

  3,164,736千円となっている。（第３－１表）
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　　　　　　　　　第３－３表 　性質別歳出構成比の推移　　　（単位：％）

　　義務的経費の割合は、前年度と比べて 4.2ポイント上昇し、経常的経費の割合

　は 1.0ポイント上昇した。投資的経費の割合は、3.7ポイント低下した。

 （第３－２表・第３－３表）

　　　　　　　　　第３－２表 　性質別歳出の構成比　　　　　 （単位：％）
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　　　　　　　　　第 ４ 表　 経常収支比率の推移　　　　　　（単位：％）

４．財政の弾力性

　　経常収支比率は 83.2％で、前年度と比べて 4.0ポイント低下した。

　　このうち、人件費充当は 3.1ポイント低下し、公債費充当は 0.1ポイント

　低下した。（第４表）
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　　将来負担比率は、116.5％で前年度と比べて 12.3ポイント上昇したが、早期健

　全化基準の350％を下回っている。（第５－２表）

　　　　　　　　第５－２表 　将来負担比率の推移　　　　　 （単位：％）

５．将来の財政負担

　　実質公債費比率は、16.2％で前年度と比べて 1.5ポイント低下しており、早期

　健全化基準の25％を下回っている。（第５－１表）

　　　　　　　　第５－１表 　実質公債費比率の推移　　　　　（単位：％）
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(単位：千円)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

借　入　額 2,702,500 3,089,900 2,217,200 2,967,700 3,620,900

元金償還額 2,430,553 2,316,050 2,510,838 2,698,222 2,767,173

市債現在高 25,668,915 26,442,765 26,149,127 26,418,605 27,272,332

　　　　　　第５－３表 　市債現在高・借入額・償還額の推移 　（単位：億円）

　　市債現在高は、27,272,332千円で、前年度と比べて 853,727千円増加した。

　（第５－３表）
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(単位：千円)

19年度 20年度 21年度 22年度

26,442,765 26,149,127 26,418,605 27,272,332

16,834,446 17,585,157 18,847,535 20,585,757

9,608,319 8,563,970 7,571,070 6,686,575

48,034,005 46,241,926 48,586,561 61,335,562

23,325,650 23,751,221 25,847,323 30,458,649

24,708,355 22,490,705 22,739,238 30,876,913

※交付税算入見込額は、国の理論計算に基づく積算額

　　市債現在高のうち、交付税算入見込額を除いた実質負担額は、一般会計で  

　6,686,575千円となり、前年度と比べて 884,495千円減少した。

　　　　　　第５－４表 　市債現在高と交付税算入見込額　　　（単位：億円）
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　（第５－４表）
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(単位：千円)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

定額運用基金 1,029,345 1,029,869 1,029,954 1,031,223 1,031,573

特定目的基金 1,468,161 2,093,320 2,405,732 2,720,020 2,740,172

減 債 基 金 183,831 159,121 77,004 75,575 75,575

財政調整基金 1,315,729 1,887,958 1,925,415 1,876,690 2,078,142

計 3,997,066 5,170,268 5,438,105 5,703,508 5,925,462

746,600 815,776 867,123 582,309 317,211

4,743,666 5,986,044 6,305,228 6,285,817 6,242,673

　　　　　　　　　第 ６ 表 　基金現在高の推移　　　 　　　 （単位：億円）

６．基金の現在高

　　一般会計の基金現在高は 5,925,462千円で、前年度と比べて 221,954千円増加した。

　　このうち、財政調整基金は 2,078,142千円で、前年度と比べて 201,452千円増加した

　（第６表）

一
般
会
計

特別会計　 計

全 会 計　合計

20.818.819.218.9

13.2

0.70.81.6

1.8

0.7

27.4
27.224.120.9

14.7

10.3
10.3

10.3
10.3

10.3

0

10

20

30

40

50

60

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

特定目的基金
（地域福祉・育英
　文化振興・学校建設・
　地域振興・庁舎整備・
　雇用促進住宅整備）

減債基金

財政調整基金

定額運用基金
（土地開発・奨学）

基金合計

54.4
51.7

40.0

59.2
57.0

-10-




